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日本の社会は、今 日、3つ の大 き な時 代 的 問題 に直 面 してい る。す なわち経済 の

成熟化 、市場の国際化お よび人 口の高齢化の3つ で あ る。

日本 経 済 は 、 多 くの 産業分野で成熟化が進展 し、低成長 に続 くゼ ロ成長社会 か ら

サバ イバルの時代 に突入 した。競争市場の国際化 は、特定 の企 業や市場 に限定 され

た国際化か ら、すべての企業や市場が対応 しなければな らない全 面的 なグローバル

化 の時代 となった。 そ して、 日本 の人 口構成 は、急速 に少子化 と高齢化へ の道 をた

どり、間違 いな く成長力の減 速低下 と世代 間の分配摩擦の課題 を惹起 している。

このよ うな事態 を どう捉 えるか。 これ を現代 日本 の抱 える トリレンマ(三 重 苦)

と して 悲観 す る こ とか らは 、何 も生まれ ない。 む しろ社会構造変革の大きな節 目と

捉 え、新社会建設 に向けて果敢 に対応す るこ とに価値 をおきたい と思 う。知恵 と経

験 と勇気 が必要である。 ここでは、高齢化の問題 を考 えることとす る。

すでに人 口問題 に関す る権威 ある機 関が、 日本 の総 人 口は2007年 の1億2,000万 人

で ピー ク を迎 え、2050年 に は1億100万 人 に減 少 す る との推 計 を発 表 してい る。 その

中で、2050年 の 高齢 者(65歳 以 上 、 引退 世 代)の 割 合 は 、総 人 口の32%を 占め る こ

ととな る こ とが予 測 され ている。 また、生産年齢人 口(15歳 ～64歳 、現 役 世代)は 、

1995年 の ピー ク8,700万 人 か ら2050年 に は5,500万 人 に大 幅 減 少 す る。 さ らに、 日本

の少子年齢者(14歳 以 下 、 後 継 世代)の 割 合 を示 す 少 子化 率 は、2004年 に は13.9%

と先進 諸 国 の 中で 最 も低 くな る見 通 しであ る。

人 口の少子化 ・高齢化 の急速 な進展 は、社会 ・経済 のシステ ムやその運営 に種 々

の影響 を及 ぼすが、 この事 態が もた らす基本的課題 を整理すれ ば、大 き く2つ に分

け られ る。 す なわ ち、 第1の テ ー マ は、 低 成 長 を前 提 と した社会 ・経 済システ ムを

いか に再編 ・整備す るかであ り、第2の テ ー マ は 、 世代 間 の経 済 的分 配 をめ ぐる摩

擦 をいかに緩 和 ・回避 す るかである。前者 の課題 に取 り組む主役 は企業セ クター に

期待 し、後者 の課題解決 のための主役 は高齢者世代 に期待 したい。

低成長社 会にあっては、市場競争 はサバイバル の様相 を呈 し、経営 リソー スや ビ

ジネスの リス トラクチャ リングは常態化す ることとなる。そ こでは、雇用の多様化 ・



流動化が進展 し、企業と雇用者 との新 しい関係が形成 される。一方、高齢化時代に

は、産業や市場 も大きく変化す る。中 ・高年齢世代を対象 とする市場は確実に拡大

す る。また、消費者による選択的消費が進み、多品種少量生産が求められ るよ うに

なる。そ して、IT(情報テクノロジー)化の進展や雇用の多様化 ・流動化が、在宅や

サテライ トオフィスでのテ レワークあるいはSOHOの 増加を誘発 し、職住接近型 ビ

ジネスの拡大を招 くことが期待 され る。

世代間の摩擦回避のための有効な社会システムの構築 は、制度面の変革、高齢者

就業機会の拡大および社会環境の整備の3っ の領域で取 り組まれなければならない。

先行する制度改革の面では、1994年 の公的年金制度の改正と2004年 度通常国会にお

ける年金制度改正審議を通 じて、方向としては、高齢者への給付水準の引き下げに

よる世代間の調整が進んでいる。これは、高齢者がこれまで以上に長 く働いて所得

を得 るとい うことを前提 としてお り、そのためには高齢者世代の就業機会の創造 ・

拡大が図られなければならない。また、そのための各種の社会環境整備に努める必

要がある。


